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第２０号議案説明資料 
   令和２年２月２７日   

件  名 足立区介護保険条例の一部を改正する条例 

所管部課 福祉部高齢者施策推進室介護保険課  

内  容 

１ 改正理由 

  令和元年１０月からの消費税率引き上げに伴い低所得者に係る令和 

２年度の介護保険料額を変更するとともに、普通徴収の特例（仮徴

収）に係る保険料額を前年度から当該年度に変更するため、条例の一

部を改正する。 

 

２ 改正内容 

（１）対象者および人数（第１２条関連） 

  ・ 第一段階（令第３９条第１項第１号） ４１，６３３人 

・ 第二段階（令第３９条第１項第２号） １４，２２４人 

  ・ 第三段階（令第３９条第１項第３号） １３，８４４人 

※ 人数については令和元年７月１日時点 

 

（２）改正により軽減される保険料額（第１２条） 

所得段階 軽減前保険料額 軽減後保険料額 軽減される保険料額 

第一段階 
29,640円 

(月額2,470円) 

23,760円 

(月額1,980円) 

5,880円 

(月490円相当) 

第二段階 
45,480円 

(月額3,790円) 

39,480円 

(月額3,290円) 

6,000円 

(月500円相当） 

第三段階 
57,360円 

(月額4,780円) 

55,320円 

(月額4,610円) 

2,040円 

(月170円相当) 

 

（３）普通徴収の特例に係る保険料額の変更（第１５条） 

   第１５条中に「前年度の所得段階に基づき算出された当該年度の保

険料の額を」加える。仮徴収において、前年度の保険料額から当該年

度の保険料額に変更することで、低所得者の保険料軽減の効果を年度

当初より適用する。 

３ 施行年月日 

   令和２年４月１日から施行する。 

今後の方針 令和２年４月上旬の仮徴収決定通知書送付時等に区民へ周知を行う。 
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足立区介護保険条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

 改正前 改正後 

第１条～第11条 省略 第１条～第11条 省略 

（保険料率） （保険料率） 

第12条 平成３１年度から令和２年度までの各年度における保険料率は、次

の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

額とする。 

第12条 令和２年度における保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）第

39条第１項第１号に掲げる者 ２万9,640円 

(１) 介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）第

39条第１項第１号に掲げる者 ２万3,760円 

(２) 令第39条第１項第２号に掲げる者 ４万5,480円 (２) 令第39条第１項第２号に掲げる者 ３万9,480円 

(３) 令第39条第１項第３号に掲げる者 ５万7,360円 (３) 令第39条第１項第３号に掲げる者 ５万5,320円 

(４) ～(14) 省略 (４) ～(14) 省略 

  

第13条～第14条 省略 第13条～第14条 省略 

  

（普通徴収の特例） （普通徴収の特例） 

第15条 保険料の額の算定の基礎に用いる特別区民税（市町村民税を含む。

以下「特別区民税」という。）の課税非課税の別又は地方税法第292条第１

項第13号に規定する合計所得金額が確定しないため当該年度分の保険料の

額を確定することができない場合においては、その確定する日までの間に

おいて到来する納期において徴収すべき保険料に限り、第１号被保険者に

ついて、その者の前年度の   保険料の額を当該年度の当該保険料に係

る納期の数で除して得た額（区長が必要と認める場合においては、当該額

の範囲内において区長が定める額とする。）を、それぞれの納期に係る保

険料として普通徴収する。 

 

第15条 保険料の額の算定の基礎に用いる特別区民税（市町村民税を含む。

以下「特別区民税」という。）の課税非課税の別又は地方税法第292条第１

項第13号に規定する合計所得金額が確定しないため当該年度分の保険料の

額を確定することができない場合においては、その確定する日までの間に

おいて到来する納期において徴収すべき保険料に限り、第１号被保険者に

ついて、その者の前年度の所得段階に基づき算出された当該年度の保険料

の額を当該年度の当該保険料に係る納期の数で除して得た額（区長が必要

と認める場合においては、当該額の範囲内において区長が定める額とす

る。）を、それぞれの納期に係る保険料として普通徴収する。 

２ 前項の規定により保険料を賦課した場合において、当該保険料の額が

当該年度分の保険料の額に満たないこととなるときは、当該年度分の保 

２ 前項の規定により保険料を賦課した場合において、当該保険料の額が

当該年度分の保険料の額に満たないこととなるときは、当該年度分の保 
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 改正前 改正後 

険料の額が確定した日以後においてその不足額を徴収し、すでに徴収した

保険料が当該年度分の保険料の額を超えることとなるときは、その過納

額を還付し、又は当該第１号被保険者の未納に係る徴収金に充当する。 

険料の額が確定した日以後においてその不足額を徴収し、すでに徴収した

保険料が当該年度分の保険料の額を超えることとなるときは、その過納

額を還付し、又は当該第１号被保険者の未納に係る徴収金に充当する。 

  

第16条～第24条 省略 第16条～第24条 省略 

  

 （付 則（令和２年 月 日条例第   号） 

（施行期日） 

 １ この条例は、令和2年4月1日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第12条及び第15条の規定は、令和2年度分から

の保険料について適用し、平成31年度分までの保険料については、なお

従前の例による。 
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第２１号議案説明資料 

令和２年２月２７日 

件  名 債権の放棄について 

所管部課名 福祉部福祉管理課 

内  容 

足立区が所有する次の債権を放棄する。 

１ 内容 

（１）債権  

足立区生業資金貸付金 

借受理由  冷凍・空調工事業 機器類購入資金 

貸付金額  １，９００，０００円 

貸付決定日 平成１３年２月１５日 

最終返済日 平成３０年８月２７日 

時効完成日 平成２３年９月３０日 

（２）債務者 

借受人    足立区南花畑在住者（平成１５年１月１３日死亡） 

     平成１４年１０月から平成１５年１月まで分納 

連帯保証人  埼玉県八潮市在住者（平成３０年１０月１７日死亡） 

平成１５年５月から平成３０年８月まで分納 

（３）放棄する債権の額（元利金及び延滞金） 

１，１０４，２９０円 

２ 債権放棄の理由 

連帯保証人の相続人の債務は時効の援用により消滅したが、借受人の

相続人についても消滅時効の期間が経過しており、回収できる見込みが

ないため。 

なお、本債権の放棄について、足立区債権等処理判定委員会に諮問し

たところ、借受人の相続人が昭和５８年に離婚した前妻に引き取られ、

平成１３年の借用時には既に借受人とは生計が全く別であることを勘案

し、「借受人の相続人からの時効の援用はないが、時効を援用しない特

別の理由があるとも認められず、債権放棄が適当である。」との答申が

あった。 

このため、地方自治法第９６条第１項第１０号の規定に基づく議決事

件として、債権の放棄をするものである。 

今後の方針 区からの催告に応じない滞納者に対しては弁護士による催告を実施し、

なお解決が見込めない高額滞納者については、法的措置を実施する。 

精査の結果、徴収が不可能となっている債権については徴収停止・債権

放棄等、処理方針を明確にし、実行していく。 
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第２２号議案説明資料 

令和２年２月２７日 

件  名 損害賠償請求訴訟に関する和解について 

所管部課名 福祉部足立福祉事務所東部福祉課 

内  容 

公務中の自転車接触事故に係る損害賠償請求訴訟について、以下により

和解する。 

 

１ 和解の内容 

（１）相手方 

足立区東和在住者（被害者） 

足立区東和在住者 

千葉県野田市在住者 

（２）損害賠償額 

５６，０００，０００円 

２ 事故の概要 

平成２８年７月８日、公務中のケースワーカーが被害者と自転車同士

の接触事故を起こした。被害者は転倒して後頭部を打ち、脳挫傷等の診

断を受けた。 

相手方は、平成３１年１月に後遺障害等級１級相当の診断を受け、現

在も入院中である。 

３ 和解の理由 

示談交渉不調の後、平成３０年３月に相手方が東京地方裁判所へ訴状

が提出された。裁判所の和解斡旋を受け、地方自治法第９６条第１項第

１２号の規定に基づく議決事件として、和解するものである。 

 

 

今後の方針 

本件議決後、東京地方裁判所が作成する和解調書に基づき、相手方へ速

やかに賠償金を支払う。 

賠償金の支払い終了後、特別区自治体総合賠償責任保険の請求を行う。 
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